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１． はじめに

岩盤構造物の安定性評価を行うため，ある調査地点にて高角度の不連続面が卓越する岩盤を対象に原位置

せん断試験を実施した結果，最大せん断応力時のせん断変位(試験ブロックの水平変位で定義)が非常に大き

い延性的なせん断挙動を示す特徴が認められた．本研究では，そのメカニズムを解明してせん断強度の妥当

性を評価することを目的に，個別要素法に基づく不連続体解析法を用いた数値シミュレーションを行った．

２． 対象岩盤の概要と原位置せん断試験結果

対象岩盤は中生代の粘板岩で，基質部は新鮮であるが連続

性の高い層理面が卓越する．その間隔は 0.03m 程度が主体で

傾斜角は約 70°と高角度のものが多い．また層理面に直交ま

たは斜交する節理も僅かに存在するが，その連続性は乏しい．

このような岩盤を対象に原位置せん断試験(ブロックせん断

試験)を実施した．傾斜荷重の方向は層理面の傾斜方向に対し

て流れ目の方向とした．図－１に示す試験結果よると最大せ

ん断応力は突出したピーク値を示さず，そのときのせん断変位が約

25mm～40mm と非常に大きい延性的なせん断挙動を示す特徴がみられ

る．礫岩や砂岩などの塊状岩盤を対象とした既往の試験結果 1）によれ

ば，その値は 10mm 以内であることが多い．

３． 原位置せん断試験の数値シミュレーション

(1) 岩盤のモデル化と解析手順

図－２に示すように試験箇所付近で観察された不連続面が一様に分

布する個別要素解析モデルを作成した．層理面(Set1)は間隔 0.03m，

傾斜角 70°で連続的にモデル化した．節理(Set2)は間隔 0.09m で Set1

と直交する方向に千鳥状に配置した．不連続面の挙動モデルには

Coulomb 滑りモデルを採用し，調査地点から採取した自然の不連続面

サンプルの室内試験結果に基づいて表－１に示す力学的特性値を設定

した．一方，基質部は表－２に示す力学的特性値を有する弾

性体としてモデル化し，内部応力が与えられた破壊条件

(Mohr-Coulomb 規準を採用)に達した場合，新規の亀裂を発生

させることで破壊後の挙動が表現される．ここでは新規亀裂

の発生が予測される位置に予め潜在的な境界面(Set3)を定義

しておく方法を取る 2）．Set3は Set1に直交する方向に 0.015m

の間隔で配置した．なお，試験ブロックは試験面寸法 0.6m

のコンクリートブロックでモデル化した．

荷重の載荷方法は実際の試験と同じく荷重制御方式とし，

   

  図－１　原位置せん断試験結果

表－１　不連続面の力学的特性値

 垂 直 剛 性　Ｋn  1.833×104 (MPa/m)

 せん断剛性　Ｋs  0.088×104 (MPa/m)

 粘  着  力  ｃ  0 (MPa)

 内部摩擦角　φ  34.3 (°）

 引 張 強 度  σt  0 (MPa)

 ﾀﾞｲﾚｰｼｮﾝ角   i 0 (°）

表－２　基質部の力学的特性値

 弾 性 係 数  Ｅ   1.481×104 (MPa)

 ポアソン比　ν   0.19

 密      度  ρ   2.66 (g/cm3)

 粘  着  力  ｃ   3.04 (MPa)

 内部摩擦角　φ   46.0 (°）

 引 張 強 度  σt   1.41 (MPa)
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図－２　解析モデル
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初期垂直応力を 0.39MPa まで載荷して，その値を一定に保ちな

がら傾斜荷重を 0.02MN ステップで段階的に増加させた．傾斜荷

重の増加はせん断応力増分を⊿τ，せん断変位増分を⊿usとし，

その比⊿τ/⊿us が 10MPa/m に達した時点(図－１の試験結果で

はほぼ最大せん断応力時に相当)の載荷ステップまで継続した．

(2) 解析結果

図－３(a)にせん断応力とせん断変位の関係を示す．解析結果

は試験結果と同様に延性的なせん断挙動を示す．ただし，せん

断応力の絶対値は一致しない．図－３(b)にせん断応力３MPa に

おける岩盤内部の破壊現象を示す(試験面の左端を A 点，右端を

B 点とする)．傾斜荷重の増加に伴い A 点付近に Set1 と Set2 の

剥離が生じると同時に試験面近傍に新規亀裂が発生する．また，

B点を起点として約20°下方にSet2に沿った新規亀裂も発生す

る．なお，発生した新規亀裂のほとんどが引張破壊によるもの

である．図－３(c)に試験面の 50mm 下方の岩盤に対する試験ブロ

ックの相対水平変位分布を示す．せん断応力 1MPa の時点では相

対水平変位の平均値は 0.5mm と微小である．これは比較的低い

せん断応力では試験ブロックとその下部の岩盤が一体となって

挙動していることを意味する．そして，せん断応力の増加に伴

い試験面近傍における基質部の破壊が進行するため相対水平変

位は徐々に大きくなる．解析結果から相対水平変位の平均値(ub

– ur)とせん断応力(τ)の関係を求めると次式が得られる．

  




=

pb

rb
0.6550.083exp

u

u-u

τ
τ      (1)

ここに，ub は試験ブロックの水平変位，ur は試験面の 50mm

下方の岩盤の平均水平変位，τはせん断応力，τp　は最大せん

断応力である．このように不連続面が卓越する岩盤では試験ブ

ロックとその下部の岩盤が一体となって挙動するため，試験ブ

ロックの背面で計測された水平変位には周辺の岩盤の変形量も

含まれることになる．図－１の試験結果に式(1)の関係を適用し

て任意のせん断応力に対する相対水平変位を算出し，せん断応

力との関係を整理した結果を図－４に示す．試験結果を相対水

平変位で整理することで最大せん断応力は明瞭なピーク値を示

すようになる．また，最大せん断応力時の相対水平変位は４mm

～６mm であり，既往の試験結果 1）と同様の一般的な結果となる．

４． 結論

個別要素法に基づく不連続体解析法を用いた原位置せん断試

験の数値シミュレーションを行った結果，試験結果にみられる

延性的なせん断挙動は試験ブロックの移動に追従した周辺岩盤

の変形に起因することが明らかとなった．
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　 (a) せん断応力とせん断変位の関係
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　　　＊　　せん断により発生した亀裂

　　　　○　　引張により発生した亀裂
　(b) 岩盤内部の破壊現象(τ=3MPa)

　   (c) 試験面の 50mm 下方の岩盤に対する
　　　 　 試験ブロックの相対水平変位分布

   図－３　解析結果

  図－４　せん断応力と相対水平変位の関係
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